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提
訴
は
昨
年
１
２
月

７
日
。
訴
状
に
よ
れ
ば
、

同
マ
ン
シ
ョ
ン
は
２
０

階
建
て
で
２
０
０
５
年

９
月
に
竣
工
し
た
。
遅

く
て
も
同
年
１
０
月
２

８
日
か
ら
購
入
者
に
引

き
渡
さ
れ
た
。
外
壁
タ

イ
ル
の
多
く
は
「
４
５

二
丁
タ
イ
ル
」
と
さ
れ

る
。
築
９
年
６
カ
月
後

の
１
５
年
３
月
に
１
４

階
の
１
戸
の
西
側
バ
ル

コ
ニ
ー
外
側
下
部
の
外

壁
タ
イ
ル
が
約
１
・
５

㍍
に
わ
た
っ
て
剥
離

し
、
４
階
の
住
戸
ベ
ラ

ン
ダ
に
落
下
し
た
。
破

片
は
地
上
に
も
落
ち

た
。
ア
パ
ホ
ー
ム
ら
の

調
査
で
周
囲
の
タ
イ
ル

の
浮
き
も
発
覚
。
階
下

の
３
戸
で
も
浮
き
が
確

認
さ
れ
、
被
害
防
止
の

た
め
２
戸
間
の
タ
イ
ル

を
広
範
囲
に
わ
た
っ
て

撤
去
し
た
。

管
理
組
合
は
「
タ
イ

ル
の
剥
離
の
原
因
は
施

工
不
良
だ
」
と
し
て
、

全
面
調
査
を
求
め
た

が
、
同
社
は
「
経
年
劣

化
で
あ
る
」
と
し
て
応

じ
な
い
と
回
答
し
た
と

い
う
。

こ
の
た
め
管
理
組
合

は
業
者
に
依
頼
し
て
ゴ

ン
ド
ラ
に
よ
る
タ
イ
ル

の
調
査
な
ど
を
行
っ

た
。
南
側
外
壁
で
１

１
・
７
３
％
、
西
側
外

壁
で
５
・
５
５
％
に
わ

た
っ
て
浮
き
が
確
認
さ

れ
、
ア
パ
ホ
ー
ム
の
費

用
負
担
で
南
・
西
面
に

予
防
の
ネ
ッ
ト
を
設
置

し
た
。

管
理
組
合
は
１
６
年

１
１
月
か
ら
別
の
業
者

に
依
頼
し
て
タ
イ
ル
の

補
修
工
事
を
実
施
。
工

事
は
１
７
年
１
１
月
に

完
成
し
た
。
こ
の
業
者

が
行
っ
た
同
年
６
月
時

点
の
調
査
結
果
で
は
、
タ

イ
ル
の
浮
き
の
割
合
は

南
側
側
面
で
３
５
・
７

５
％
、
西
側
側
面
で
２

０
・
９
５
％
あ
り
、
外
壁

全
体
に
占
め
る
割
合
は

１
４
・
８
６
％
に
達
し
て

い
た
。
１
級
建
築
士
に
よ

る
原
因
調
査
も
行
っ
た
。

そ
の
後
、
同
社
ら
に
損

害
賠
償
を
請
求
す
る
こ

と
を
通
知
し
た
が
、
い
ず

れ
も
法
的
責
任
や
施
工

不
良
を
否
定
し
た
。

管
理
組
合
は
調
査
結

果
か
ら
、
タ
イ
ル
の
浮
き

の
原
因
は
、
施
工
時
に
下

地
面
に
吸
着
力
を
挙
げ

る
た
め
の
「
目
荒
ら
し
を

行
っ
て
い
な
か
っ
た
」

「
下
地
処
理
と
し
て
の

高
圧
洗
浄
が
十
分
で
な

か
っ
た
」
と
主
張
。
張
り

付
け
モ
ル
タ
ル
の
厚
み

不
足
や
下
地
調
整
材
の

硬
化
不
良
な
ど
も
指
摘

し
て
い
る
。

タ
イ
ル
落
下

「
施
工
不
良
の
せ
い
」

分
譲
主
、
設
計
者
ら
提
訴

神

戸

の

管
理
組
合
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そ
の
上
で
「
建
築
後
１

０
年
程
度
の
タ
イ
ル
の

劣

化
の
割
合

（
３

～

５
％
）
と
、
本
件
外
壁
タ

イ
ル
の
浮
き
の
割
合
（
全

体
の
１
４
・
８
６
％
）
を

比
較
す
れ
ば
、
経
年
劣
化

と
は
到
底
考
え
ら
れ
な

い
」
と
し
て
「
施
工
不
良

で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か

で
あ
る
」
と
主
張
し
て
い

る
。下

請
け
施
工
業
者
と

設
計
・
監
理
業
者
に
対
し

て
は
「
建
物
と
し
て
の
基

本
的
な
安
全
性
が
欠
け

る
こ
と
の
な
い
よ
う
配

慮
す
べ
き
注
意
義
務
」
を

怠
っ
た
と
指
摘
。
す
で
に

元
請
け
施
工
業
者
は
解

散
し
て
清
算
し
て
い
る

「
外
壁
タ
イ
ル
が
落
下
し
た
り
、
下
地
か
ら
浮
い
た
り
し
た
の
は
施
工
不
良
が
原
因
だ
」
な
ど
と
し

て
、
神
戸
市
中
央
区
の
マ
ン
シ
ョ
ン
（
２
４
９
戸
）
の
管
理
組
合
が
売
り
主
の
ア
パ
ホ
ー
ム
、
下
請
け

施
工
業
者
、
設
計
・
監
理
業
者
の
３
社
に
対
し
て
、
弁
護
士
費
用
を
含
め
調
査
や
補
修
工
事
な
ど
に
か

か
っ
た
計
２
億
４
３
４
９
万
円
の
損
害
賠
償
を
求
め
た
裁
判
の
第
１
回
口
頭
弁
論
が
２
月
７
日
、
大
阪

地
裁
で
あ
っ
た
。
業
者
側
は
争
う
姿
勢
を
示
し
た
。

が
、
同
じ
グ
ル
ー
プ
内

で
施
工
や
販
売
な
ど
を

し
て
い
る
点
か
ら
、
一

員
で
あ
る
ア
パ
ホ
ー
ム

は
元
請
け
業
者
に
安
全

性
が
欠
け
な
い
よ
う

「
配
慮
さ
せ
る
義
務
を

負
っ
て
い
た
」
と
し
て
、

不
法
行
為
に
基
づ
く
損

害
賠
償
を
求
め
て
い

る
。売

買
契
約
で
主
要
構

造
部
な
ど
を
除
い
て
同

社
の
瑕
疵
担
保
責
任
が

引
き
渡
し
か
ら
２
年
で

消
滅
す
る
と
特
約
を
付

け
て
い
る
点
に
も
言

及
。
外
壁
タ
イ
ル
の
瑕

疵
は
「
完
成
後
相
当
期

間
が
経
過
し
て
か
ら
発

覚
に
至
る
」
た
め
、
品

確
法
で
規
定
す
る
主
要

構
造
部
な
ど
の
「
１
０

年
の
除
斥
期
間
が
適
用

さ
れ
る
と
解
す
る
べ
き

で
、
民
法
の
一
般
原
則

に
従
い
『
瑕
疵
を
知
っ

た
と
き
か
ら
』
と
考
え

る
べ
き
で
あ
る
」
と
主

張
し
て
い
る
。

答
弁
書
で
は
、
同
社

ら
は
請
求
の
棄
却
を
求

め
た
。
同
社
は
、
最
初

に
タ
イ
ル
の
調
査
な
ど

を
行
っ
た
業
者
と
補
修

し
た
業
者
の
調
査
に
つ

い
て
、
調
査
し
た
タ
イ

ル
の
範
囲
や
浮
き
等
が

確
認
さ
れ
た
枚
数
な
ど

が
分
か
る
写
真
の
提
出

を
管
理
組
合
側
に
求
め

て
い
る
。
下
請
け
業
者
は

「
外
壁
タ
イ
ル
の
浮
き

が
施
工
不
良
に
あ
る
と

の
結
論
に
つ
い
て
は
争

う
」
な
ど
と
し
て
お
り
、

具
体
的
な
主
張
に
つ
い

て
は
今
後
行
う
。

こ
の
日
の
弁
論
で
は

裁
判
所
が
管
理
組
合
側

に
「
権
利
能
力
な
き
社
団

の
何
の
権
利
が
害
さ
れ

た
の
か
。
権
利
の
主
体
は

区
分
所
有
者
で
は
な
い

の
か
」
な
ど
と
権
利
主
体

に
つ
い
て
尋
ね
る
場
面

が
あ
り
、
代
理
人
弁
護
士

は
「
検
討
す
る
」
と
述
べ

た
。
次
回
は
３
月
２
２
日

で
弁
論
準
備
手
続
き
に

入
る
。

同
マ
ン
シ
ョ
ン
は
、
築

１
年
半
ほ
ど
で
構
造
設

計
者
に
よ
る
耐
震
性
不

足
が
発
覚
し
た
。
訴
状
に

よ
れ
ば
、
１
４
年
６
月
に

同
社
が
全
額
負
担
し
耐

震
補
強
工
事
が
完
了
し

た
が
、
「
各
戸
の
床
面
積

が
減
少
す
る
な
ど
の
被

害
が
生
じ
て
し
ま
っ
て

お
り
、
現
在
も
ア
パ
ホ
ー

ム
と
の
間
で
損
害
賠
償

に
つ
い
て
別
途
交
渉
中
」

だ
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

新
聞
１
０
６
３
号
）

業者側は争う姿勢補 修 費 用 な ど
約２億４０００万円

全
面
調
査

要

求

も

「
経
年
劣
化
」
と
応
じ
ず
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流
れ
に
つ
い
て
は
次

回
の
会
議
次
第
」
と

話
し
て
い
る
。

◇

意
見
募
集
は
１
月

２
２
日
締
め
切
り
。

２
月
２
０
日
時
点
で

の
意
見
集
計
状
況
を

同
政
策
室
に
聞
い
た
。

意
見
提
出
者
数
（
団
体

含
む
）
と
意
見
数
は
共

に
「
数
件
程
度
」
。
意
見

内
容
は
「
団
地
内
の
全

棟
で
手
続
き
を
同
一
化

す
べ
き
」
な
ど
、
改
正

案
に
盛
り
込
ま
れ
て
い

３
月
中
に
も
制
度
開
始
へ

団
地
型
の

敷
地
売
却

建
替
法
規
則
な
ど
改
正

団
地
型
マ
ン
シ
ョ
ン

の
敷
地
売
却
制
度
が
３

月
中
に
も
ス
タ
ー
ト
す

る
。
昨
年
１
０
月
、「
住

宅
団
地
の
再
生
の
あ
り

方
に
関
す
る
検
討
会
」

（
浅
見
泰
司
座
長
）
で

提
示
さ
れ
た
制
度
案
を

基
に
国
土
交
通
省
は
昨

年
１
２
月
、
マ
ン
シ
ョ

ン
建
替
え
円
滑
化
法

（
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替

法
）
施
行
規
則
・
基
本

方
針
に
加
え
、「
耐
震
性

不
足
の
マ
ン
シ
ョ
ン
に

係
る
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地

売
却
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

の
改
正
案
を
ま
と
め
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

で
意
見
を
募
集
。
２
月

２
８
日
の
検
討
会
を
経

て
、
３
月
中
に
規
則
・

基
本
方
針
を
改
正
し
、

公
布
・
施
行
す
る
。

団
地
型
に
お
け
る
敷

地
売
却
制
度
構
築
に
つ

い
て
国
交
省
マ
ン
シ
ョ

ン
政
策
室
は
「
２
０
１

７
年
度
中
に
終
わ
ら
せ

る
」
と
す
る
が
、「
中
間

取
り
ま
と
め
を
い
つ
行

う
か
な
ど
、
そ
の
後
の

国交省

業
務
委
託
で
「
標
準
契
約
書
」

民
泊

「
家
主
不
在
型
」
で
は
必
須

る
点
の
提
示
な
ど
が
多

く
「
具
体
的
に
中
身
に

踏
み
込
ん
だ
も
の
は
な

か
っ
た
」
と
話
し
た
。

◇

団
地
型
の
敷
地
売
却

制
度
は
、
団
地
内
の
全

棟
が
耐
震
性
不
足
と
認

国交省

国
土
交
通
省
は
２
月

２
３
日
、
住
宅
宿
泊
事

業
者
が
住
宅
宿
泊
管
理

業
者
と
業
務
委
託
契
約

を
結
ぶ
際
に
使
う
「
住

宅
宿
泊
管
理
受
託
標
準

契
約
書
」
を
策
定
し
た
。

住
宅
宿
泊
事
業
法
に
よ

る
家
主
不
在
型
の
民
泊

を
実
施
す
る
場
合
、
事

業
者
は
管
理
業
者
へ
業

務
を
委
託
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

同
契
約
書
の
５
条
に

よ
れ
ば
、
事
業
者
は
主

に
①
宿
泊
者
対
応
業
務

②
清
掃
・
衛
生
業
務
③

住
宅
・
設
備
管
理
お
よ

び
安
全
確
保
業
務H

｣

を

委
託
す
る
。
契
約
は
書

面
に
よ
る
通
知
を
行
え

ば
、
事
業
者
・
管
理
業

者
双
方
と
も
、
契
約
期

間
中
で
も
解
約
可
能
と

し
て
い
る
。

５
条
関
係
コ
メ
ン
ト

で
は
、
特
に
「
届
け
出

住
宅
の
維
持
保
全
に
係

る
業
務
」に
つ
い
て
「
対

象
範
囲
を
明
確
に
定
め

る
必
要
が
あ
る
」と
し
、

具
体
的
に
は
台
所
や
浴

室
、
ト
イ
レ
に
加
え
、

水
道
や
電
気
な
ど
「
最

低
限
必
要
な
」
ラ
イ
フ

ラ
イ
ン
、
扉
や
サ
ッ
シ

な
ど
の
住
宅
設
備
が

正
常
に
機
能
す
る
よ

う
保
全
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
、
と
明
記
。

住
宅
や
居
室
の
鍵
の

管
理
も
「
維
持
保
全
に

含
ま
れ
る
」
と
言
及
し

て
い
る
。

定
さ
れ
た
場
合
に
適

用
対
象
に
な
る
。
全
て

の
棟
で
５
分
の
４
の

決
議
を
行
う
こ
と
が

必
要
だ
。

規
則
の
改
正
案
で

は
、
買
い
受
け
計
画
の

申
請
を
規
定
す
る
５

３
条
を
見
直
し
、
他
棟

の
買
い
受
け
計
画
の

認
定
申
請
を
行
う
予

定
時
期
を
追
加
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
同

一
団
地
内
の
全
要
除

却
マ
ン
シ
ョ
ン
が
確

実
に
買
い
受
け
ら
れ
、

か
つ
除
却
さ
れ
る
よ

う
に
す
る
狙
い
。
別
記

様
式
１
８
の
買
い
受

け
計
画
書
も
他
棟
の

認
定
申
請
予
定
時
期

を
記
載
で
き
る
よ
う

改
正
す
る
。

基
本
方
針
は
全
て

の
棟
で
敷
地
売
却
組

合
を
設
立
す
る
こ
と

な
ど
を
加
え
る
。
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
は
、
再
生
方

針
決
議
や
売
却
推
進

決
議
な
ど
は
一
般
的

に
団
地
管
理
組
合
の

普
通
決
議
で
行
う
旨
、

法
に
基
づ
く
手
続
き

は
団
地
全
体
で
の
合

意
を
前
提
と
し
、
各
棟

で
進
め
る
旨
を
明
記

す
る
な
ど
の
改
訂
を

行
う
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
新
聞
１
０
６
４

号
）管

理
業
者
に
は
、
事

業
年
度
終
了
時
お
よ
び

契
約
期
間
満
了
後
、
事

業
者
へ
業
務
の
実
施
状

況
や
地
域
住
民
か
ら
の

苦
情
の
発
生
状
況
を
報

告
す
る
よ
う
義
務
化
。

単
純
な
問
い
合
わ
せ
に

つ
い
て
は
記
録
・
報
告

義
務
は
な
い
が
、
苦
情

を
伴
う
問
い
合
わ
せ
の

場
合
は
、
苦
情
の
発
生

し
た
日
時
や
問
い
合
わ

せ
者
の
属
性
、
苦
情
内

容
な
ど
を
「
把
握
可
能

な
限
り
記
録
し
、
報
告

す
る
必
要
が
あ
る
」
と

し
て
い
る
。（
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
新
聞
１
０
６
５

号
）

検討会の提示案を踏襲


